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2007年 東京23区オフィスニーズに関する調査

●　企業のオフィス新規賃借意向はこの5年間で最高。オフィス需要は旺盛。

●　業容･人員拡大を受けた積極的な移転・拡張が今後も続く。　

森ビル株式会社（東京都港区　代表取締役社長　森稔）では、2003年より5年連続して「東京23区オフ

ィスニーズに関する調査」を実施しております。

当調査は、本社が東京23区に立地する主として資本金上位の1万社に対して、今後の新規賃借予定

等のオフィス需要に関するアンケートを行い、オフィスマーケットの需要動向を把握することを目的として

おります。

この度、最新の2007年調査がまとまりましたので、結果をご報告致します。

なお、2008年春に発表予定の「東京23区の大規模オフィスビル市場動向調査」では、当調査結果を

踏まえた需給動向の詳細分析、さらには今後のオフィスマーケットに対する考察、展望を行う予定です。

※アンケート回答企業へは別途調査結果をご報告する予定です。

＜「2007年 東京23区オフィスニーズに関する調査」調査要項＞

□調査時点

□調査対象（送付先）

□回収結果

（参考）　「2003～2006年 東京23区オフィスニーズに関する調査」調査要項    

※調査対象(送付先)は同上。

※2003～2006年調査は、2007年調査結果と比較対照する目的で利用。

【問合せ先】
　森ビル株式会社　プロパティマネジメント事業本部　ＰＭ企画室　

橋本茂一郎  三木浩之　長谷川健

東京都港区六本木6丁目10番1号 　六本木ヒルズ森タワー　〒106-6155

TEL：  03-6406-6672　(http://www.mori.co.jp)

：　2007年11月

：　本社が東京23区に立地する主として資本金上位の1万社

：　1,465社（回収率14.7%）
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200７年　東京23区オフィスニーズに関する調査

東京23区内のオフィス新規賃借予定、解約・縮小予定割合について１

○　企業のオフィス新規賃借意向はこの5年間で最高。オフィス需要は旺盛。

今後の東京23区内におけるオフィスの新規賃借予定、及び解約・縮小予定についてアンケート調査を行った。

2007年調査の新規賃借予定は24％、解約・縮小予定は10％であり、<=>?@AB%&CDE2003$FG

HIJKLMNOPQRLST

本調査は、サブプライムローン問題の表面化の後に実施されたが、こうした状況を受けてもなおUVEW<=

>?@AXYZ[\]^J_`PabcdefYg[hiYjkST
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200７年　東京23区オフィスニーズに関する調査

新規賃借、解約・縮小予定の理由について

図1　過去1年間の事業業績

図3　【業種別】今後3年間で事業拡大と回答した企業割合

２

○ 　新規賃借予定理由は、継続して「業容・人員拡大」の回答割合（43％）がトップ。
○ 　解約予定理由についても、2005年以降「オフィスが手狭」の回答割合（33％）が最も高く、
　　「業容・人員拡大」を受けた積極的な移転・拡張の傾向が今後も続く。

更に「新規賃借予定あり」、「解約・縮小予定あり」と回答した企業にその理由を聞いた。

IJ.lmnYKoQp<=>?qrstBWVuvwxyzXH{|\2005$FG}g~RKLMNH{

ST一方で、比較的割合の高い「１フロアの面積が大きなビル」「立地の良いビル」も含め、他の殆どの項目に対

する回答が減少しており、大規模ビルの空室が少ない現在の状況ではまず執務スペース確保を優先する傾向

が強まっているとも考えられる。

�p��v��qrstO�LRJ\WabcdY��XY2003$E%&CDFG\$���~\今回最も多

い回答となっており、この点からも�Vyz�wxyz�E���P��E�AYgLRLSi��hiYH

�ST

図2　今後3年間の事業展開予定

2004年 2005年 2006年

86%
78%85%

77%
84%

63%
55%

86%

83%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2006年
（N=469）

2005年
（N=343）

2004年
（N=298）

24%

計画より良い

27% 35%

56%
56%60%

16% 17% 9%
計画通り

計画より悪い

金融・保険業
（2007年：N=97）
非製造業
（2007年：N=392）
製造業 
(2007年：N=173)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2006年
（N=475）

2005年
（N=344）

2004年
（N=301）

85% 75% 81%

14% 24% 19%
拡大

現状維持

縮小

1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1% 0%

- ２-

8%

51%

41%

2007年
（N=662）

1%

76%

23%

2007年
（N=662）

75%
69%

81%

2007年

  

!"

#!"

$!"

%!"

&!"

'!"

!"

#!"

$!"

%!"

&!"

'!"

�
�
�
�
�
�
�
�
�

K
�
�
 
¡
�
¢
£
�

>
¤
�
¥
�
�
 
¡

�
¢
£
�

¦
§
¨
©
ª
�
�

z
«
¬
�
 
¡
�
¢
£
�


®
¯
°
�
±
�

K
�
�
 
¡
�
¢
£
�

²
³
�
´
�
�
 
¡

�
¢
£
�

U
V
µ
¶
·
¸
µ
�
A
¹

<
=
�
V
º
C

V
u
»
w
x
y
z

¼
½
�
¾
f
¿
À
Á

Â
Ã
Ä
Å
¶
Æ
�
Ç
È
£

�
 
¡
�
¢
£
�

É
Ê
Ë
�
Ç
È
£
�
 
¡

�
¢
£
�

Ì
Í
Î
Ï
Ð
Ñ
Ò
Ó
©
Ò
Ô
Î
Ï
�

Ç
È
£
�
 
¡
�
¢
£
�

�
Õ
Ö
�
×
n

Ø
Ù
»
Ú
V
Ö
�
<


Û
*
�
¬
Ü
�
�

Ì
Ý
»
Ì
Í
ª
�
Ç
È
£

�
 
¡
�
¢
£
�

ÞßÞß

Þà
ÞÞ

ÞàÞà
ÞáÞâ

ÞãÞã
ÞÞ

ßä

â
å
æß
å

æçæä
æâæä

å
æß
æçæä

Þç

çä
çÞçß

ä Þ ç ä àç

ßæ

æäæä

æ æ æ ß

ÞßÞßÞß

ßâ

ßæ

ßà

Þß

ßà
Þã

ßÞ ßß

æá

è2005$%&Héêëìíîï

2005$
2004$
2003$

2006$

Ø
Ù
»
Ú
V
Ö
�

ð
ñ

>
¤
�
¥
�
�
 
¡

�
ò
£
ó


®
�
¯
°
�
±
�

ô
�

<
õ
�
 
¡

�
ò
£
ó

V
u
�
�
»
w
x
ö

�
Õ
Ö
÷
×
n

�
 
�
ø
�

�
§
Æ
µ
�
�
�

²
³
�
´
ù
¬
�

ú
s
�
´
ù
¬
�

Â
Ã
Ä
Å
¶
Æ
ª
¡

û
ü
ý
¢

É
Ê
Ë
¡
û
ü
ý
¢

Ì
Í
»
Ê
Í
*
�

Ñ
Ò
Ó
©
Ò
Ô
Î
Ï
�

þ
ÿ
¼

Ì
Ý
»
Ì
Í
ª
!

þ
¥

æáæåæå

æß

ßå
ßàßâßä

ç
ß Þ ß

Þã

ßæ

ææ

æà

å à
æã

ß

ßæßã

æÞ
å

æßææææ
å

ä ç Þ ç

æå æå

ßä
ßâ
ßå

ä

ææ æã

ç

á

Þ ä
Þ

æàæâæà

è2005$%&Héêëìíîï

Þã

ßß

ßà

ßß

æç

"
#
¡
$
%
&
£

�
 
¡
�
¢
£
�
¿
À
À
Á

æã

ÞÞ

ßâ

ä

æä
æß

çÞ

Þ ß

æß

æ

2007$

æà
ßæ

æ

"
#
'
�
$
%
�

þ
(
&
)
�
ò
£
ó
¿
À
À
Á

Þç

æÞ

Þ

7
çÞ

å
æß

ß

æá

æ

2005$
2004$
2003$

2006$
2007$

【新規賃借予定理由<複数回答>】

【解約・縮小予定理由<複数回答>】

※ 回答件数（複数回答可）を回答社数で割った割合。全回答企業が選択した場合を100％とする。

[回答件数] 2007年：931件、2006年：945件、2005年：1,141件、2004年：878件、2003年：858件

[回答社数] 2007年：339社、2006年：321社、2005年：  340社、2004年：335社、2003年：365社

* は2003年調査では設問なし。

**は2007年新規追加設問。

※ 回答件数（複数回答可）を回答社数で割った割合。全回答企業が選択した場合を100％とする。

[回答件数] 2007年：205件、2006年：187件、2005年：313件、2004年：295件、2003年：364件

[回答社数] 2007年：147社、2006年：140社、2005年：190社、2004年：183社、2003年：212社

**は2007年新規追加設問。
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200７年　東京23区オフィスニーズに関する調査

ビル選定に当たって重視する条件について３

○ 　賃料よりもオフィス執務スペース確保を優先する傾向。特に金融･保険業で顕著。
○ 　賃料よりも金融・保険業、外資系企業が特に立地を重視。
○　 立地は都心3区志向。

続いて、大規模ビルの空室率が低下しオフィス在庫が少ないと言われている現在のオフィス市況を踏まえ、希

望する立地や規模のビルが妥当と考えていた賃料で見つからなかった場合に、より重視する条件、妥協する条

件についても聞いてみた。

　まず「賃借面積」と「賃料」については、*+F¹EUVYW>?ª�Xì,-.SilkR/|\0O123

45VHB\>¤YK[PQRJ6Õd78dE94ìÇ:.SmnY74;ì<=RLST

また「立地」と「賃料」については、新規賃借を予定している企業の半数近くが「立地」を重視すると答えており、

0O12v45V�>?@UVB\>¤YK[PQRJ²³ì,-.S�AYZLT
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200７年　東京23区オフィスニーズに関する調査

2007年の賃料改定状況について

図1　過去1年間の事業業績

図3　【業種別】今後3年間で事業拡大と回答した企業割合

○　 2007年の契約更改では、全体の66％が改定後に賃料が上昇。
○ 　調査時点で契約更改協議中と回答の企業は90％が値上げの提示を受けている。

続いて契約更改時の賃料改定状況について聞いた。各調査年中に契約更改があったと回答した企業の更

改結果の推移を見てみると以下の通りである。

2007$OA�BCì~pUVHB\Cr^E>¤Y¹YQpmnBDÎE66;H{|\E$F|26;��

~RLST

BO]$E%&*+G2007$11-HO/LRA�BCIJKEUVHB\L¹MìNOPÈRLSUVB

90;OJQ~RLST

現在、特に都心部においては堅調なオフィスニーズを受け空室が減少し、新規募集賃料は上昇傾向にある

が、改定賃料（継続賃料）についてもそうしたマーケットの影響が顕著になっており、更に2008年についても改

定後の賃料が上がる割合は高くなることが考えられる。

図2　今後3年間の事業展開予定

2004年 2005年 2006年

86%
78%85%

77%
84%

63%
55%

86%

83%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2006年
（N=469）

2005年
（N=343）

2004年
（N=298）

24%

計画より良い

27% 35%

56%
56%60%

16% 17% 9%
計画通り

計画より悪い

金融・保険業
（2007年：N=97）
非製造業
（2007年：N=392）
製造業 
(2007年：N=173)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2006年
（N=475）

2005年
（N=344）

2004年
（N=301）

85% 75% 81%

14% 24% 19%
拡大

現状維持

縮小

1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1% 0%

- ４ -

8%

51%

41%

2007年
（N=662）

1%

76%

23%

2007年
（N=662）

75%
69%

81%

2007年

  

値上げ
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【時期別の契約更改賃料の推移】

<2005年実績>

・協議中提示賃料

・協議中提示賃料

<2006年実績> <2007年実績>

ちなみに立地については、新規賃借する場合の希望エリアについて聞いたところ、DÎHB.lUVE/F

R2S3YTUÞVìéWHLST

また業種別には、DVXH609F¹EUVYTU3VìYZ~\KHJ12v45VHBTU3VìYZ.S

mnY90;iPQR/|\[EVXi\]~RJTU3V^AY_`H{ShiY¼oST

都心3区
64%(518件)

都心3区以外
36%(295件)
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（参考）2007年調査時点
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【新規賃借の予定（希望）エリア】


